


トップメッセージ

当中間期の事業環境について
　当中間連結会計期間における経済情勢は、各国における金
融政策の転換による為替相場の急変動や、中東情勢の緊迫化
による地政学的リスクの高まりなど、先行き不透明な状況が
続いております。

当社グループの営業状況について
　国内市場においては、実装機等のエレクトロニクス関連機
器向けの需要は増加しましたが、精密機械等の一般産業機械、
工作機械や市販向け等の需要が減速し、売上高は減少しました。
北米地域では、半導体製造装置等のエレクトロニクス関連機
器向けやロボットなどの一般産業機械向けの需要が増加し、
売上高は増加しました。欧州地域では、各種医療機器等をは
じめとする一般産業機械向けや市販向けの需要が減速し、売
上高は減少しました。中国は、不動産投資や個人消費の低迷
等の影響を受け、内需の回復には依然として力強さを欠いて
おり、売上高は減少しました。その他地域では、シンガポー
ルやインド等を中心に売上高は減少しました。

今後の見通しと課題
　今後の見通しにつきましては、足元の受注状況は回復傾向に
あると考えておりますが、エレクトロニクス関連機器向けをはじ
めとする設備投資需要の回復に遅れが見られるとともに、中国
や欧州においては市況低迷が継続していることから、本格的な
回復は当初の予想よりも後ろ倒しになると見込んでおります。
　このような状況のなかで、当社グループといたしましては、
軸受等の製造販売を通じて、お客様に信頼され、必要とされ
るグローバルカンパニーへの発展を目指し、本年４月より３
年間の「 中期経営計画2026　Connect for Growth ～
Ｉ・Ｋ・Ｏでつなぐ、革新の未来～」を始動いたしました。
当社の『強い領域』を集中的に強化し、収益力と効率性をさ
らに向上させるとともに、『グローバル体制』の再構築を進め
ることで成長性を高め、長期ビジョン「  VISION 2030」
の実現に繋げてまいります。また、これらの取り組みを通じて、

環境、社会、ガバナンス（ESG）の面での責任を果たし、
SDGsの達成にも積極的に貢献してまいります。
　販売面におきましては、市場のニーズが高度化・多様化す
るなかで、「お客様から真っ先に相談してもらえる会社」を目
指し、お客様の抱える問題やビジョンに即した価値あるソ
リューション提案力を強化するとともに、 ブランドの高
い技術力を発信し、グローバル市場での認知度向上に努めて
まいります。
　製品開発面におきましては、テクノロジーの進化による経
済社会構造の変革が進むなか、産学官のオープンイノベーショ
ンを推進し、新たな価値を社会に提供してまいります。同時に、
製品競争力強化のための人材育成および組織の最適化に取り
組むことにより、新成長領域への製品開発力・新ビジネスの
企画力・それらを支える知財戦略の強化を図り、お客様の視
点に立った製品開発・市場開拓に取り組んでまいります。
　生産面におきましては、全社販売戦略に確実かつタイムリー
に対応できる生産供給力の実現に向け、材料・部品等の最適
なグローバル調達や設計規格の見直し等、上流からの抜本的
な改革に着手し、工程の自動化・新工法の確立等の生産体制
の改革を強力に推進してまいります。また、国内外生産拠点
のそれぞれの利点を最大限に活かし、最適地生産や的確な役
割分担により、品質・価格・納期それぞれの面で競争力の強
化を図ってまいります。

支払期間　2024年12月9日～2025年1月9日
9円50銭

第76期　中間配当金

当期の業績見込み（連結）� （2024年11月11日現在）

売 上 高 55,000�百万円
営 業 利 益 2,600�百万円
経 常 利 益 2,800�百万円
親会社株主に帰属する当期純利益 900�百万円

代表取締役社長

 VISION 2030の 実 現 に 向 け て、 
収益力・効率性をさらに高め、成長を加速
してまいります。

　株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜
り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第76期中間連結会計期間（2024
年4月1日から2024年9月30日まで）が終了い
たしましたので、当社グループの営業の概況に
つきましてご報告申し上げます。

「技術開発型企業」に
～サステナブルな未来を共創する～

❶グローバル体制の確立
❷コア技術を活かした新製品の開発

❸パートナー企業との連携強化

－社会に貢献する「技術開発型企業」－経営理念

　　  VISION 
2030

長期VISION実現へ
成長戦略3つの挑戦

1,000億円以上

150億円以上

10％以上

1,000億円以上

売上高売上高

営業利益営業利益

ROEROE

時価総額時価総額

 VISION 2030 計数目標

　日本トムソンは、軸受および軸受関連機器などの重要機械要素の製造販売を通じてお客様に信頼され、必要
とされる企業です。さらに存在感のあるグローバルカンパニーとして成長するため、技術と情熱のすべてを
傾注してお客様が抱える問題を解決していく技術開発型企業を目指します。

お客様と一番につながり価値を共に創りだす
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連結財務ハイライト 連結財務概況

26,705 百万円

売上高

（前年同期比6.2％減） （前年同期比41.1％減） （前年同期比63.4％減）

1,202 百万円

営業利益
1,100 百万円

経常利益
△76 百万円

中間純利益

売上高 エレクトロニクス関連機器向けなど一部で回復が見られるも
のの、中国市況の低迷等が影響し、前年同期比6.2％減収

営業利益 為替の円安効果があったものの、減収・減産の影響等により、
前年同期比41.1％減益

中間純利益 第２四半期末の急激な円高による為替差損や税金負担の増加
等により損失計上も、中間配当は９円50銭に据え置き

受注高・生産高
受注高は、前年同期比21.7％増。一方、生産高は同13.4％
減に抑制。在庫活用を推進し、棚卸資産は前期末比1,203
百万円減少

2025年3月期中間期業績 連結貸借対照表（単位：百万円）

連結キャッシュ・フロー計算書（単位：百万円）
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1,586
資産合計  
前連結会計年度末に比べ5,657百万円増加し124,844百万円となりました。
これは主に、現金及び預金7,832百万円等の増加と、棚卸資産1,203百万
円、未収入金782百万円等の減少によるものであります。

負債合計  
前連結会計年度末に比べ7,436百万円増加し50,458百万円となりました。
これは主に、社債5,000百万円、長期借入金7,294百万円等の増加と、短
期借入金5,000百万円等の減少によるものであります。

純資産合計  
前連結会計年度末に比べ1,778百万円減少し74,385百万円となりました。
これは主に、利益剰余金746百万円、その他有価証券評価差額金214百万
円、為替換算調整勘定810百万円の減少等によるものであります。

営業活動によるキャッシュ・フロー  
4,041百万円の収入となりました。これは主に、税金等調整前中間純利益
1,032百万円、減価償却費1,613百万円、棚卸資産の減少額592百万円、
未収入金の減少額784百万円等によるものであります。

投資活動によるキャッシュ・フロー  
2,788百万円の支出となりました。これは主に、定期預金の預入による支
出610百万円、有形固定資産の取得による支出1,918百万円等によるもの
であります。

財務活動によるキャッシュ・フロー  
6,563百万円の収入となりました。これは主に、長期借入れによる収入
10,000百万円、社債の発行による収入5,000百万円等の収入項目と、短
期借入金の返済による支出5,000百万円、長期借入金の返済による支出
2,705百万円、配当金の支払額661百万円等の支出項目との差額によるも
のであります。

当中間
連結会計期間末

前連結会計
年度末

当中間
連結会計期間末

前連結会計
年度末

2024年9月30日現在2024年3月31日現在 2024年9月30日現在2024年3月31日現在

負債・純資産合計
124,844

資産合計
124,844

流動負債
22,226
流動負債
22,226

固定負債
28,232
固定負債
28,232流動資産

83,108
流動資産
83,108

固定資産
41,736
固定資産
41,736

純資産
74,385
純資産
74,385

有形固定資産
24,038
無形固定資産
1,773
投資その他の
資産
15,924

資産合計
119,187

流動資産
77,486
流動資産
77,486

固定資産
41,700
固定資産
41,700

負債・純資産合計
119,187

流動負債
25,383
流動負債
25,383

固定負債
17,639
固定負債
17,639

純資産
76,164
純資産
76,164

株主資本
64,759
その他の
包括利益累計額
9,527
新株予約権
99

当中間連結会計期間（2024年4月1日から2024年9月30日まで）

現金及び
現金同等物の
期首残高
18,980

営業活動による
キャッシュ・フロー
4,041

財務活動による
キャッシュ・フロー
6,563

投資活動による
キャッシュ・フロー
△2,788

現金及び
現金同等物の
中間期末残高
26,488

現金及び
現金同等物
に係る
換算差額
△308
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部門別の概況 地域別の概況

機械の回転部分に組み込まれる「ニードルベ
アリング」、搬送や位置決め機構として使用
される「直動案内機器」、直動案内機器と駆
動部品、電装品などを組み合わせた精密位置
決め装置である「メカトロ製品」を開発・製
造・販売しています。

あらゆる産業で不可欠な
機械要素部品

ニードルベアリング

地球環境の負荷軽減に
貢献する直動案内機器

直動シリーズ

精密加工技術と
エレクトロニクスの融合
メカトロシリーズ

針状ころ軸受および直動案内機器等

自社製品を組み込んだシステム製品等の付随商品

軸受等

諸機械部品

（単位：百万円）

第74期
（上半期）

第74期
（下半期）

第75期
（上半期）

第75期
（下半期）

第76期
（上半期）

23,64923,062
25,406

30,50931,027

（単位：百万円）

第74期
（上半期）

第74期
（下半期）

第75期
（上半期）

第75期
（下半期）

第76期
（上半期）

3,055
3,504

3,075
3,4093,313

23,649百万円

3,055百万円

前年同期比

6.9%減

前年同期比

0.6%減

売上高

売上高
ポイント

ポイント

▪  ニードルベアリング、直動案内機器
ともに、エレクトロニクス関連機器
向けの需要は増加したものの、市販
や工作機械向け等で減少

▪  エレクトロニクス関連機器向けの需
要は増加したものの、精密機械等の
一般産業機械向けで減少

売上高
26,705百万円

（単位：百万円）

9.1%減

前年同期比

第74期
（上半期）

第74期
（下半期）

第75期
（上半期）

第75期
（下半期）

第76期
（上半期）

3,357 3,173
3,4903,2653,406

ポイント

各種医療機器等をはじめとする一般産
業機械や市販向けで減少

欧州

3,173百万円
（単位：百万円）

15.9%減

前年同期比

第74期
（上半期）

3,4543,064
4,109

6,1255,812

第74期
（下半期）

第75期
（上半期）

第75期
（下半期）

第76期
（上半期）

ポイント

不動産投資や個人消費の低迷等の影響
を受け減少

中国

3,454百万円

（単位：百万円）

3.0%減

第74期
（上半期）

第74期
（下半期）

第75期
（上半期）

第75期
（下半期）

第76期
（上半期）

13,09913,23313,497
15,74416,409

前年同期比

ポイント

精密機械等の一般産業機械、工作機械
や市販向け等で減少

日本

13,099百万円

（単位：百万円）

23.6%減

前年同期比

第74期
（上半期）

2,4862,724
3,255

4,3934,101

第74期
（下半期）

第75期
（上半期）

第75期
（下半期）

第76期
（上半期）

ポイント

シンガポールやインド等で減少

その他

2,486百万円

（単位：百万円）

8.8%増

前年同期比

第74期
（上半期）

第74期
（下半期）

第75期
（上半期）

第75期
（下半期）

第76期
（上半期）

4,4914,1864,1284,3904,611

ポイント

半導体製造装置等のエレクトロニクス
関連機器やロボットなどの一般産業機
械向けの需要が増加

米州

4,491百万円
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トピックス

岐阜市でプライベートショーを開催

「 アグリソーラー しいたけ（営農型太陽光発電所）」の運用を開始

当社グループの高い技術力とバリエーション豊かな製品を、多くのお客様にご覧いた
だく場として開催している“地域密着型”プライベートショー「  Today」。

本年6月28日、岐阜市の都ホテル岐阜長良川にて開催し、約800名と、多くのお客様
にご来場いただきました。

当展示会では、『カーボンニュートラルの実現』というコンセプトの下、 製品の環
境への貢献度や工場での取り組みについて広くご理解いただくことに注力しました。会
場に設置した「地域と社会の発展に貢献する 」、「  ＳＤＧｓ宣言」と記した大型
パネルや、国内生産拠点である岐阜製作所で取り組んでいる「カーボンニュートラルに
向けた活動の実例」などがお客様の注目を集めました。

今後も、当社の製品や取り組みへの理解を深めていただけるよう、「  Today」
の開催に力を入れてまいります。

当社グループは「豊かな地球環境の実現に向けた企業活動の推進」をマテリアリティ（重要課題）
のひとつとして掲げ、2030年度には2022年度比で42%以上のCO2排出量削減、2050年度にはカー
ボンニュートラルの実現を目標とするとともに、2030年度までに使用電力の50％以上を再生可能エネ
ルギー（以下、再エネ）化することを目指して取り組んでいます。

その取り組みの一環として、本年8月より「営農型太陽光発電所」を活用したオフサイト型PPA※で
ある「 アグリソーラー しいたけ」の運用を開始しました。
「 アグリソーラー しいたけ」は三重県内に設置され、今後20年間にわたり再エネ由来の電気

を国内生産拠点である岐阜製作所（岐阜県美濃市、関市、土岐市）へ安定供給します。また、農業
用地で収穫された農作物（原木しいたけ）の一部を当社が購入し社内食堂で使用することで、売電収
入と農業収入の両面で農業経営の支援に貢献してまいります。

岐阜製作所では、本年度より契約電力の一部をCO2排出量ゼロのプランに切り替えており、本取り
組みと合わせて、使用電力の約11%が再エネ由来となり、年間約1,606tのCO2排出量削減効果が見
込まれています。

当社グループは今後もカーボンニュートラルに向けた取り組みを継続し、自社のCO2排出量削減だ
けでなく、社会全体の再エネ普及にも貢献してまいります。

※ オフサイト型PPA：自社敷地外（今回の場合、農業用地の上部空間）に設置した太陽光発電設備等
から電力を購入する仕組み。

原木しいたけ（イメージ）

来春より、太陽光パネルの下で
原木しいたけを栽培

会場に設置した環境関連の大型パネル
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ニュージャージー州

イギリス
フランス

スペイン

広州

オランダ

ドイツ
（デュッセルドルフ）

ジョージア州
イリノイ州

テキサス州カリフォルニア州
（ロサンゼルス）

（シリコンバレー ： カリフォルニア州）
（レーゲンスブルク ： ドイツ） 瀋陽

深圳

タイタイ

ベトナムベトナム
広州

寧波寧波

上海上海

瀋陽

深圳

イギリス
フランス

スペイン

オランダ

ドイツ
（デュッセルドルフ）

（レーゲンスブルク ： ドイツ）
ニュージャージー州

カナダカナダ

ジョージア州
イリノイ州

テキサス州カリフォルニア州
（ロサンゼルス）

（シリコンバレー ： カリフォルニア州）

ブラジル

韓国韓国

北京北京 青島青島
西安西安
常熟常熟

武漢武漢

熊本

九州

広島

滋賀
中部

金沢 松本

岐阜

長岡
東北

宇都宮
北関東

西東京

日立

東部
鎌倉

本社

明石 西部
豊田

浜松 南関東

日本ディック株式会社
（愛知県：名古屋市）

▶ 海　外

▶ 国　内

販売子会社　本　社
販売子会社　支　社
販売子会社　営業所
販売子会社　事務所
生産子会社

販売子会社　本　社
販売子会社　支　社
販売子会社　営業所
販売子会社　事務所
生産子会社

本　　社
支　　社
営 業 所
生産拠点
販売子会社

IKO INTERNATIONAL, INC.IKO INTERNATIONAL, INC.

NIPPON THOMPSON EUROPE B.V.NIPPON THOMPSON EUROPE B.V.

艾克欧東晟商貿（上海）有限公司艾克欧東晟商貿（上海）有限公司

IKO THOMPSON VIETNAM CO., LTD.IKO THOMPSON VIETNAM CO., LTD.

日本ディック株式会社（愛知県・名古屋市）日本ディック株式会社（愛知県・名古屋市）

IKO THOMPSON ASIA CO., LTD.IKO THOMPSON ASIA CO., LTD.

IKO THOMPSON BEARINGS CANADA, INC.IKO THOMPSON BEARINGS CANADA, INC.

IKO INTERNATIONAL, INC.IKO INTERNATIONAL, INC.

NIPPON THOMPSON EUROPE B.V.NIPPON THOMPSON EUROPE B.V.

艾克欧東晟商貿（上海）有限公司艾克欧東晟商貿（上海）有限公司

IKO THOMPSON VIETNAM CO., LTD.IKO THOMPSON VIETNAM CO., LTD.

日本ディック株式会社（愛知県・名古屋市）日本ディック株式会社（愛知県・名古屋市）

IKO THOMPSON ASIA CO., LTD.IKO THOMPSON ASIA CO., LTD.

IKO THOMPSON BEARINGS CANADA, INC.IKO THOMPSON BEARINGS CANADA, INC.

IKO INTERNATIONAL, INC.IKO INTERNATIONAL, INC.

NIPPON THOMPSON EUROPE B.V.NIPPON THOMPSON EUROPE B.V.

艾克欧東晟商貿（上海）有限公司艾克欧東晟商貿（上海）有限公司

IKO THOMPSON VIETNAM CO., LTD.IKO THOMPSON VIETNAM CO., LTD.

日本ディック株式会社（愛知県・名古屋市）日本ディック株式会社（愛知県・名古屋市）

IKO THOMPSON ASIA CO., LTD.IKO THOMPSON ASIA CO., LTD.

IKO THOMPSON BEARINGS CANADA, INC.IKO THOMPSON BEARINGS CANADA, INC.

IKO INTERNATIONAL, INC.IKO INTERNATIONAL, INC.

NIPPON THOMPSON EUROPE B.V.NIPPON THOMPSON EUROPE B.V.

艾克欧東晟商貿（上海）有限公司艾克欧東晟商貿（上海）有限公司

IKO THOMPSON VIETNAM CO., LTD.IKO THOMPSON VIETNAM CO., LTD.

日本ディック株式会社（愛知県・名古屋市）日本ディック株式会社（愛知県・名古屋市）

IKO THOMPSON ASIA CO., LTD.IKO THOMPSON ASIA CO., LTD.

IKO THOMPSON BEARINGS CANADA, INC.IKO THOMPSON BEARINGS CANADA, INC.

IKO INTERNATIONAL, INC.IKO INTERNATIONAL, INC.

NIPPON THOMPSON EUROPE B.V.NIPPON THOMPSON EUROPE B.V.

艾克欧東晟商貿（上海）有限公司艾克欧東晟商貿（上海）有限公司

IKO THOMPSON VIETNAM CO., LTD.IKO THOMPSON VIETNAM CO., LTD.

日本ディック株式会社（愛知県・名古屋市）日本ディック株式会社（愛知県・名古屋市）

IKO THOMPSON ASIA CO., LTD.IKO THOMPSON ASIA CO., LTD.

IKO THOMPSON BEARINGS CANADA, INC.IKO THOMPSON BEARINGS CANADA, INC.

IKO INTERNATIONAL, INC.IKO INTERNATIONAL, INC.

NIPPON THOMPSON EUROPE B.V.NIPPON THOMPSON EUROPE B.V.

艾克欧東晟商貿（上海）有限公司艾克欧東晟商貿（上海）有限公司

IKO THOMPSON VIETNAM CO., LTD.IKO THOMPSON VIETNAM CO., LTD.

日本ディック株式会社（愛知県・名古屋市）日本ディック株式会社（愛知県・名古屋市）

IKO THOMPSON ASIA CO., LTD.IKO THOMPSON ASIA CO., LTD.

IKO THOMPSON BEARINGS CANADA, INC.IKO THOMPSON BEARINGS CANADA, INC.

IKO INTERNATIONAL, INC.IKO INTERNATIONAL, INC.

NIPPON THOMPSON EUROPE B.V.NIPPON THOMPSON EUROPE B.V.

艾克欧東晟商貿（上海）有限公司艾克欧東晟商貿（上海）有限公司

IKO THOMPSON VIETNAM CO., LTD.IKO THOMPSON VIETNAM CO., LTD.

日本ディック株式会社（愛知県・名古屋市）日本ディック株式会社（愛知県・名古屋市）

IKO THOMPSON KOREA CO., LTD.IKO THOMPSON KOREA CO., LTD.

IKO BRASIL SERVIÇOS EMPRESARIAIS LTDA.IKO BRASIL SERVIÇOS EMPRESARIAIS LTDA.

IKO THOMPSON ASIA CO., LTD.IKO THOMPSON ASIA CO., LTD.

IKO INTERNATIONAL, INC.IKO INTERNATIONAL, INC.

NIPPON THOMPSON EUROPE B.V.NIPPON THOMPSON EUROPE B.V.

艾克欧東晟商貿（上海）有限公司艾克欧東晟商貿（上海）有限公司

IKO THOMPSON VIETNAM CO., LTD.IKO THOMPSON VIETNAM CO., LTD.

日本ディック株式会社（愛知県・名古屋市）日本ディック株式会社（愛知県・名古屋市）

IKO THOMPSON KOREA CO., LTD.IKO THOMPSON KOREA CO., LTD.

IKO BRASIL SERVIÇOS EMPRESARIAIS LTDA.IKO BRASIL SERVIÇOS EMPRESARIAIS LTDA.

IKO THOMPSON ASIA CO., LTD.IKO THOMPSON ASIA CO., LTD.

優必勝（上海）精密軸承有限公司優必勝（上海）精密軸承有限公司

優必勝（蘇州）軸承有限公司優必勝（蘇州）軸承有限公司

優必勝（上海）精密軸承有限公司優必勝（上海）精密軸承有限公司

優必勝（蘇州）軸承有限公司優必勝（蘇州）軸承有限公司

株式および会社の概要（2024年9月30日現在） グループネットワーク

■所有者別株式分布状況

■株式の状況
発行可能株式総数� 291,000,000株
発行済株式の総数� 70,421,708株

（自己株式3,079,717株を除く）
株主数� �11,477名

（前期末に比べ338名増）

■大株主および持株数
株主名 持株数（千株） 持株比率（％）

日本マスタートラスト
信託銀行株式会社（信託口） 10,157 14.42

日本トムソン取引先持株会 5,677� 8.06
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 4,485� 6.36
日本生命保険相互会社 4,262� 6.05
株式会社不二越 2,008 2.85
日本トムソン従業員持株会 1,931 2.74
株式会社三菱UFJ銀行 1,612 2.28
HSBC�BANK�PLC�A/C�M�AND�G�(ACS)
VALUE�PARTNERS�CHINA�EQUITY�FUND 1,447� 2.05

みずほ信託銀行株式会社�退職給付信託�みずほ銀行口　
再信託受託者　株式会社日本カストディ銀行 1,305 1.85

STATE�STREET�BANK�AND�TRUST�
COMPANY�505301 1,079 1.53

（注）�1.��当社は自己株式を3,079,717株（4.19%）保有しておりますが、上記大株主には含め
ておりません。

� 2.�持株比率は自己株式（3,079,717株）を控除して算出しております。

自己株式
3,079千株
（4.2%）

個人・その他
18,330千株
（25.0％）

証券会社
610千株
（0.8％）

その他国内法人
8,640千株
（11.8％）

金融機関
29,943千株
（40.7％）

外国人
12,896千株
（17.5％）

■会社概要
商 号 日本トムソン株式会社
英 文 商 号 NIPPON THOMPSON CO., LTD.
商 標
設 立 1950年（昭和25年）2月10日
本 社 東京都港区高輪二丁目19番19号

TEL.03-3448-5811
資 本 金 95億3,317万390円
従 業 員 数 2,431名（グループ合計）
営 業 品 目 針状ころ軸受（ニードルベアリング）等

直動案内機器（直動シリーズ、
　　　　　　 メカトロシリーズ）
諸機械部品

会計監査人
有限責任監査法人トーマツ

取　締　役
代表取締役社長 宮地　茂樹
専務取締役 秀島　信也
常務取締役 木村　利直
常務取締役 笠原　　信
取 締 役 細野　幹人
社外取締役 武井　洋一
社外取締役 齊藤　　聡
社外取締役 野田　篤子

監　査　役
常勤監査役 松本　展広
社外監査役 那須　健人
社外監査役 木村　和彦
社外監査役 林田　和久

執 行 役 員
常務執行役員 岡嶋　　徹
上席執行役員 中野　孝裕
上席執行役員 手塚　修一
上席執行役員 佐藤　　聡
執 行 役 員 横山　健司
執 行 役 員 有賀　正昌
執 行 役 員 中島　　康
執 行 役 員 多胡　弘顯
執 行 役 員 石原　豊久
執 行 役 員 土持　敦志
執 行 役 員 福増　宏泰
執 行 役 員 服部　暁彦
執 行 役 員 西村　　修

■役員等
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見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

ホームページをご活用ください

https://www.ikont.co.jp/

決算短信等、最新の会社情報を当社ホーム
ページ「IR情報」に掲載しております。

株主メモ

事　 業　 年　 度 毎年4月1日～翌年3月31日
定 時 株 主 総 会 毎年6月
配当金受領株主
確 定 日

毎年3月31日
（中間配当を行う場合：毎年9月30日）

基　　 準　　 日 毎年3月31日
上記のほか必要があるときは、取締役会の決議により定め、これを公告する。

株主名簿管理人

特 別 口 座 の
口 座 管 理 機 関

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社
東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

郵 便 物 送 付 先
（ 電 話 照 会 先 ）

〒168-0063　東京都杉並区和泉二丁目８番４号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
TEL. 0120-782-031（フリーダイヤル）

単 元 株 式 数 100株
上場証券取引所 東京証券取引所　プライム市場

公　 告　 方　 法
電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によっ
て電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済
新聞に掲載する。

　全てのステークホルダーの皆様に当社グループの持続可能な社会価値
の創造と中長期の企業価値向上に向けた取り組みをお伝えするため、本
年度も統合報告書を発行しました。本年度より新たにスタートした中期
経営計画2026の詳細や、事業機会とリスクの分析、部門横断プロジェク
トリーダーによる座談会等を掲載し、非財務情報を充実させております。

「統合報告書2024」を発行しました

当社ホームページに掲載しておりますので、是非ご覧ください。
https://www.ikont.co.jp/ir/finance/pdf/integrated_report2024_v.pdf


